
市民1人あたりが受けるサービス  37.9万円　　前年度比  ＋61,946円

市民1人あたりの市税負担　　　  10.2万円　　前年度比  ＋  1,804円

一般会計　予算額　248億4,200万円

※平成26年1月1日現在の人口：65,628人で計算

統合庁舎関連事業　34億8,547万円
　住民票交付や諸証明書発行など、市民が利用する機会の多い窓口を
集約し、利便性を高めるワンストップサービスや、通信機器を始めと
する関連設備を配備した、防災拠点という付加機能を備えた統合庁舎
の完成を目指し、建設・改修工事を行います。

統合庁舎基本設計案
イメージ図

教育費  34,242円
（小中学校､ 公民館など）

総務費  100,215円
税金の徴収､ 戸籍･住民登録､

防犯･防災など（　　　　　　　　　　　　  ）
民生費  127,662円

障害者･老人福祉などの福祉､
保育園など（　　　　　　　　　　　　  ）

その他  39,387円
（消防など）

土木費  19,800円
（道路整備など）

衛生費  25,950円
（ごみ処理や保健など）

公債費  31,271円
市債(借りたお金)を

返したお金（　　　　　　　　  ）

自主財源　45.8％ 依存財源　54.2％
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交付税
21.5％国県支出金 15.2％

繰越金 2.8％
その他 1.6％
市債  13.3％

使用料及び手数料 0.8％
分担金及び負担金 2.2％

衛生費 6.9％
労働費 0.0％

農林水産業費 4.5％
商工費 0.4％
土木費 5.2％
消防費 4.4％

教育費 9.0％
公債費 8.3％ 議会費 1.0％

予備費 0.1％諸支出金 0.0％
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問　市役所　財政課　☎（26）8111

自主財源 … 市税・分担金・負担金・
　　　　　　  使用料・手数料など
　依存財源 … 地方交付税・地方譲与税・
　　　　　　  市債など
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